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概 要

多くの自治体にとって，過疎地域における少子高齢化の進行は喫緊の課題である。その対応策と

して，コンパクトシティ化や集落の撤退といったアイデアも提案されているが，成功事例はまだ少

なく，具体的な方法論も確立されていない。そこで，我々は，利尻島をモデルケースとして，過疎

地域における集落の撤退とコンパクトシティ化を実現する手法について，利尻昆布を用いたフード

システムの構築を軸としながら検討を行った。
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1．背 景

1. 1 過疎地域における課題

近年，日本国内の過疎地域において，バスや小売業

などの各種民間サービスの継続が困難になりつつある。

この問題は，過疎地域における利用者数の減少が主な

要因である。また，今後，民間サービスだけではなく

学校や上下水道，ごみ処理等の公共サービスも，同様

の要因により継続が困難になることが想定される。上

記のような生活に直結するサービスの質の低下は，過

疎地域における住民の生活の質の低下に直結するため，

自治体にとって喫緊の課題であるといえる。

このような課題に対して，自治体では過疎地域の人

口増加策として，関係人口の増加を期待した観光事業

の促進や，U/J/I ターンによる移住促進，子育て世代

への支援などを行っている。しかしながら，日本の人

口そのものが平成 20 年をピークとして明確な減少傾

向にある1)中で，過疎地域における人口増加策には限

界があるといえる。

1. 2 集落の撤退と再構築

一方で，過疎地域における集落の撤退と再構築とい

う解決策も提案されている。

例えば，林は，都市地区からの移住による過疎集落

の人口増加の限界を指摘し，人材や公共からの支援を

集約する拠点集落の構築と，それに伴う集落移転を解

決策として提示している。そして，集落移転を実現さ

せるために必要不可欠な要素として誇りの再建を挙げ

ている2)。

しかしながら，過疎地域における集落の撤退と再構

築を進める上で，集落の撤退に対する集落住民のマイ

ナス感情へのフォローや，集落の撤退と再構築を実現

するための予算確保等，多くの課題が存在すると考え

られる。これらの課題への解決策に関する研究事例は

まだ少なく，様々なアイデアの創出と検討・検証が求

められる。
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1. 3 EICA 未来プロジェクト TSUNAGU21 Ⅳにお

ける取組

今回，EICA未来プロジェクトTSUNAGU21 Ⅳ(以

降，未来プロジェクトと呼ぶ)において，「日本の離島

におけるフードシステムの構築」という題材が提示さ

れた。

我々 A グループに割り当てられた離島は，利尻島

であった。A グループでは，利尻島に最も適した

フードシステムとは何かを議論する中で，利尻島にお

ける少子高齢化問題に注目し，過疎地域における住民

の生活の質の低下と，それに伴って引き起こされる幸

福感の低下に対して，強い問題意識を共有した。

そのため Aグループでは，フードシステムの構築

についての議論を一旦離れ，少子高齢化と人口減少が

進む利尻島において島住民の幸福感を維持するための

方策について，徹底的に議論を重ねた。その結果，

「利尻島における集落の撤退と再構築」と「利尻昆布

を活用したフードシステムの構築」を組み合わせるこ

とで，利尻島住民の幸福感の維持を図ることが可能で

あるとの結論に達した。

第 2 章以降において，その議論の経緯と Aグルー

プが提案する解決策について報告する。

2．問題の定義

A グループでは，未来プロジェクトを進める上で，

対象とする利尻島について調査を行い，その上で取り

組むべき問題を定義した。本章では，その議論内容を

説明する。

2. 1 利尻島に対する調査結果

利尻島は，北海道稚内市から西へ約 52 km の位置

にあり，西側の利尻町と東側の利尻富士町の 2つの町

からなる。面積は 182.12 km2，周囲 64 km，標高 1721

mであり，島民は海岸線沿いで生活している。

利尻島の主な産業は漁業である。利尻島周辺は，対

馬暖流とリマン寒流の交わる海域のため，一年を通じ

豊富な魚類に恵まれている。昆布，ウニ，ホッケ，カ

レイ，タコ，ヒラメ，ナマコなどが収穫され，中でも

利尻昆布とエゾバフンウニが水揚げ額の大半を占めて

いる。ブランド水産物である利尻昆布は，最高級の昆

布として人気があり，出汁昆布やおぼろ昆布，とろろ

昆布に利用されている。

利尻町の人口は昭和 30 年 (1955 年) の 10,025 人を

ピークに，基幹産業である漁業の主要魚種だったニシ

ン漁の衰退や高度経済成長における大都市圏への人口

流出などの影響により減少し，平成 27 年 (2015 年)

には 2,303 人となっている3)。利尻富士町でも同様の

傾向であり，このままでは集落の維持が困難になり島

民の幸福度が低下しかねない，という課題がある。

2. 2 解決すべき問題と制約条件としての利尻島住民

の幸福

A グループは，利尻島に関する調査結果を受けて，

以下の問題に対する解決策を提案することを目標とし

た。

利尻島住民の幸福感・生きがいを確保したまま，集落

撤退と再構築を実現する手法とは何か？ (以降，利尻

島の問題と呼ぶ)

ここで，「幸福感や生きがいが確保できている状況」

を明確に定義する必要が生じる。「幸福感」や「生き

がい」は主観的なものであり，価値観や人間関係，生

活環境等に大きく影響を受けることから，利尻島住民

に対するヒアリングやアンケートを通して分析するこ

とが望ましい。しかしながら未来プロジェクトの性質

上そのような手法の採用が困難であったことから，文

献調査により幸福感や生きがいが確保できている状況

の定義を試みた。以下，幸福感や生きがいが確保でき

る条件を列挙する。

条件 1：人間関係が保たれること4)

条件 2：何かに貢献できていると実感できること4)

条件 3：人生の幅を広げられること，新しいことへの

挑戦があること4)

条件 4：利尻島に生まれたことの誇りが保たれるこ

と2)

未来プロジェクトを通して Aグループは，上記の

4条件を制約条件として，利尻島の問題に対する解決

策を協議した。

3．提案する解決策とその効果

A グループは，未来プロジェクトを通して利尻島

の問題に対する解決策を検討した。その結果として，

利尻島の特産品である「利尻昆布」を対象としたフー

ドシステムの構築と活用を提案するに至った。本章に

おいて，対象とする利尻昆布について簡単な解説を述

べた後に，提案する解決策の詳細とその効果について
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Fig. 1 利尻島の位置・形状



説明する。

3. 1 利尻昆布について

利尻昆布は利尻島を代表する海産物の一つである。

国内では関西で湯豆腐や千枚漬けなどの京料理で使用

されることが多く，昆布におけるハイブランドとして

認識されている。

利尻昆布の収穫方法として，天然昆布の収穫と養殖

昆布の収穫の 2種類が存在する。収穫後，天日干しに

よる乾燥と製品化に向けた加工を行う。

天然・養殖のどちらも，収穫のために重労働を必要

とする。また天日干しを必須とすることから，品質や

生産量が天気に依存する。このような，利尻昆布漁に

おける技術的な難易度の高さや，利尻島における少子

高齢化，さらに和食の消費量の減少が要因となり，利

尻島における利尻昆布の生産者数は減少傾向である5)。

3. 2 利尻昆布を対象としたフードシステム構築の提案

Fig. 2に今回提案する，利尻昆布を対象としたフー

ドシステムを示す。

提案するフードシステムでは，各々の漁業従事者が

個別で行っていた養殖事業や収穫事業を大手資本の参

入により一括で管理するとともに，島外に任せていた

加工や販売などを含めて管理する。参入する大手資本

は，大手水産加工会社など水産や食品に関わる業者を

想定している。

また，既存の漁業従事者には，大手資本に雇用され，

培ってきたノウハウの展開と技術継承を実施いただく

ことを想定している。

さらに，利尻昆布事業の収益向上のために，以下に

示す 2つの新技術の開発を目指す。

(1) 移動式自動養殖プラント

利尻昆布を対象としたフードシステムにおける，養

殖〜加工工程における自動化を成し遂げる具体的な手

段として「移動式自動養殖プラント」を提案する。

移動式自動養殖プラントの主な機能は次の通りであ

る。

①利尻昆布の養殖に最適な海流や水温の場所を自律判

断し，適切な場所へ自律運航する。(判断情報は衛

星から取得)

②利尻昆布の養殖，乾燥，熟成，加工工程を本プラン

ト内で自動化。

③収穫時に利尻島に自動帰港する。

④プラントは陸地引上げと運搬が可能なため，収穫時

の作業やプラント自体のメンテナンスも容易。つま

り，人為的な作業は最小限に抑えることが出来る手

段である。

(2) 微生物反応を用いた廃棄昆布の再利用方法

利尻昆布を商品として出荷するにあたって，成形時

にでる粉砕昆布や切れ端昆布，乾燥作業時の海鳥によ

る糞の付着などの商品価値の少ない昆布が生じる。

そこで本フードシステム構築にあたり，上記昆布に

も価値を見出すことを目的とした「微生物反応による

再利用」を提案する。昆布にはマンニトールやアルギ

ン酸といった糖を含有しており，微生物によるメタン

発酵によるエネルギー生産が可能である。

中島田らによると，海洋で 100 万トン規模の昆布の

養殖を行った場合のシステム評価と，メタン発酵によ

るエネルギー化を試算した場合，生産されるメタンガ

スのエネルギーが 2.3×1011 kcal に対して，使用エネ

ルギー量はコンブの栽培，収穫に 0.85×1011 kcal，発

酵に 0.6×1011 kcal でエネルギー収支はプラスである

とされている。しかし，昆布の生産に係る費用を鑑み

るとコスト的にはマイナスとなることが課題である6)。

当グループの提案で使用する昆布は，商品価値が無く

なったものを利用するためそもそも生産のために係る

コストは 0とみて良い。また，メタン発酵プロセスの

高速化や，アスタキサンチンやDHAといったエネル
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Fig. 2 提案するフードシステム

Fig. 3 移動式自動養殖プラントの概略図



ギー化以外の高付加価値物質の生産を行うことで，コ

スト面の課題に取り組めると考えられる。

3. 3 利尻昆布を対象としたフードシステム構築の効果

今回提案する利尻昆布を対象としたフードシステム

の構築は，利尻島における集落の撤退と再構築に，

様々な面から貢献することが可能であると考える。

例えば，利尻昆布を対象としたフードシステムの構

築により，地元住民や地元の漁業従事者を中心とした

利尻昆布事業の展開が可能になる。これにより，利尻

昆布の文化の継承と発展への参画を通して，地元住民

の誇りの維持に貢献することが可能である。

さらに，漁業従事者だけではなく，漁業従事者の家

族や他住民も，利尻昆布の加工や販売，観光への活用

へ参画することで，新たなチャレンジと人間関係維持

の両立が可能になる。

また，利尻昆布を対象としたフードシステムの構築

では，大手資本の参入を想定している。大手資本が参

入することで，従業員の居住区や生活支援，福利厚生

を提供することが可能になる。ここで，従業員に提供

する社宅の設立区域を制限することで自然な形で集落

の撤退と再構築を可能とする。また，福利厚生を社宅

の設立区域内の施設 (小売りやエネルギー，レジャー

施設) と連携することで，集落から撤退せざるを得な

い従業員に移住のメリットを提示することが可能にな

る。

加えて，大手資本が利尻昆布事業を多角化すること

で，集落から住民が撤退した後に残る住居や施設を，

利尻昆布の加工工場や倉庫，観光施設として有効活用

することも可能となる。このことは，集落の撤退にお

ける負のイメージ(打ち捨てられた集落や廃墟群)を低

減させることに繋がり，地元住民の誇りの維持への貢

献が期待できる。

4．ま と め

今回，未来プロジェクトを通して，利尻島における

集落の撤退と再構築を実現するための，一手法を提案

することができた。

撤退に直面する住民の幸福を追求した場合，彼らが

活躍できる場を提供することが必要となり，それは新

たな事業の提供に繋がる。そして，その事業を，その

土地や地域と固く結びついた特産品や伝統技術を軸と

して展開することで，地元住民の誇りが喚起され，さ

らなる幸福感に繋がると考える。この一連の流れは，

利尻島以外でも成立しうる。

しかしながら，今回の検討内容をそのまま利尻島に

持ち込んでも，想定通りになる可能性は極めて低いと

考える。大手資本による事業の地元への定着や，住民

が幸福に感じる仕組みづくりについては，地元住民と

の密なコミュニケーションに基づいて計画し，時間を

かけてゆっくりと進めるべきである。そのためにも，

今のうちから将来を見据えて少しずつ準備を進めてい

くことが必要であるといえる。
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